
経営成績 
 

当四半期においては、世界経済は、個人消費や設備投資の拡大に牽引され米国が好調を持続したほか、

アジア経済も輸出拡大を中心に回復しました。 

 日本経済についても、デフレによる製品・サービスの価格低下はあったものの、民間設備投資の回復傾

向が継続する等、全体としては持ち直しの動きが続いています。 
 
このような状況下、当四半期における当社の連結べースの売上高は、日立グループが進めている事業 

ポートフォリオの再構築の影響により、情報通信システム部門や電子デバイス部門で、前年同期に比べて

大きな変動があったものの、全体としては、前年同期比７％増の２兆４６９億円となりました。 
営業利益については、電子デバイス部門やデジタルメディア・民生機器部門などの損益改善に加え、厚

生年金基金の代行部分返上等の影響もあり、前年同期比３９１％増の６３２億円となりました。 

部門別の売上高、営業損益については、次のとおりです。 
 
情報通信システム部門の売上高は、ソフト／サービスについては、アウトソーシング事業を中心に堅調

に推移し、ハードウェアについては、IBM Corporationから買収したハードディスクドライブ事業の売上

が加わったことや、第三世代携帯電話向けデータ通信用基地局が堅調に推移したこと等により、部門全体

では、前年同期比２６％増の５,１４５億円となりました。 

営業利益については、前年同期比６４０％増の１３４億円となりました。 

 

電子デバイス部門の売上高は、ディスプレイが、携帯電話向けTFT液晶や大型平面テレビ向けTFT液晶の

好調により大きく伸長しましたが、２００３年４月に、三菱電機（株）との合弁会社である（株）ルネサ

ステクノロジ（持分法適用関連会社）に半導体事業の大半を移管した影響により、部門全体としては、前

年同期比１２％減の３，３４８億円となりました。 

営業損益については、ディスプレイの改善等により、前年同期の６０億円の営業損失から、１１８億円

の営業利益となりました。 
 
電力・産業システム部門の売上高は、日立建機が海外市場向けを中心に伸長しましたが、電力設備が低

調に推移したこと等から、部門全体では、前年同期比３％減の４,８２０億円となりました。 

営業利益については、日立建機が増益となりましたが、売上減少に伴って電力設備の損益が悪化したほ

か、国内の環境プラントで追加作業が発生したことなどから、前年同期比６８％減の３０億円となりまし

た。 

 

デジタルメディア・民生機器部門の売上高は、白物家電では、国内需要の低迷のほか、暖冬の影響によ

り暖房機器が振るわず、日立マクセルでは、記録型DVDメディアが伸長したものの、コンピュータテープ

やリチウムイオン二次電池が減少しました。一方、市場の伸びにともなってプラズマテレビや光ストレー

ジが伸長したほか、携帯電話も大きく伸長しました。このため、部門全体では前年同期比７％増の 

３，２８３億円となりました。 

営業利益については、事業構造改善の効果により白物家電の収益が改善したほか、光ストレージが伸長

し、前年同期比３１３％増の１１３億円となりました。 
 
高機能材料部門の売上高は、日立電線では、機器・工事は低調でしたが、電線・ケーブルが好調でした。

日立化成工業では、半導体・液晶ディスプレイ用材料等が好調に推移しました。日立金属では、設備・建

築部材が低調でしたが、エレクトロニクス材料等が好調に推移しました。これらを受け、部門全体では前

年同期比６％増の３，２９８億円となりました。 
営業利益については、前年同期比１１０％増の１４９億円となりました。 
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物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流のシステム物流が好調に推移しましたが、海外販売会社

における半導体販売業務の（株）ルネサステクノロジへの移管や、ハードディスクドライブ販売業務の日

立グローバルストレージテクノロジーズへの移管等によって、部門全体では前年同期比１８％減の 
３，０７６億円となりました。 

営業利益については、前年同期比２８％増の３４億円となりました。 
 
金融サービス部門の売上高は、低金利の影響や個人向け自動車ローンの減少により、前年同期比３％減

の１，３７９億円となりました。 
営業利益については、前年同期比１３７％増の７３億円となりました。 
 
営業外収益については、受取利息及び配当金が減少しましたが、有価証券売却等損益が増加したこと等

により、前年同期比１４９％増の１８２億円となりました。営業外費用については、事業構造改善費用の

計上等により、前年同期比８０％増の３５３億円となりました。 
 

これらの結果、税引前当期純利益は４６１億円となり、法人税等３９２億円を差し引いた少数株主持分

控除前利益が６９億円となりました。少数株主持分を控除した当期純損益は、前年同期２２億円の当期純

損失から、２５億円の当期純利益となりました。 
 

財政状態 
当四半期のキャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ･フローは、第４四半期に見込

まれる売上に対応する棚卸資産の増加等により、前年同期比２６７億円支出額が増加し、５６９億円の支

出となりました。 
投資活動に関するキャッシュ･フローは、前年同期にIBM Corporationからのハードディスクドライブ事

業買収による支出があったことから、前年同期比２，０５５億円支出額が減少し、１，３２４億円の支出

となりました。 
 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを合計したフ

リー･キャッシュ･フローは、前年同期比１，７８７億円改善し、１，８９３億円の支出となりました。 
 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、前年同期に比べて調達額が減少したこと等によって、

前年同期比１，６６１億円減少し、１，０３３億円の収入となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期中に９４４億円減少し、６，１４５億円となりました。 
 
また、有利子負債については、短期借入金の増加により、中間期末（２００３年９月末）比９４４億円

増の２兆７，９７０億円となりました。 
 
設備投資（完成ベース）は、一般用については前年同期比５％減の７０１億円となりましたが、営業用

が前年同期比３０％増の１，４３３億円となり、全体では、前年同期比１６％増の２，１３５億円となり

ました。減価償却費は前年同期比３％減の１，１３９億円となり、研究開発費は前年同期比４％減の 

８６６億円（対売上高比４．２％）となりました。 
 

２００４年３月期連結決算の見通し 
 

世界経済は、個人消費の拡大を牽引役として、米国経済が好調を持続する見通しであることや、米国経

済の好調に支えられたアジア経済の回復等が見込まれることから、回復傾向がより明らかになるものと期

待されます。 

 一方、日本経済は、米国・アジア向けを中心に輸出が堅調に推移し、設備投資も増加基調が続く見通し

であるものの、引き続き雇用環境が大幅な改善には至らないことや、 近の急激な為替相場の変動による

企業収益への影響等、不透明な要因も残されています。 
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  ２００４年３月期の業績については、現段階では２００３年１０月に発表した下記の見通しを

変更しておりません。なお、２００３年度第４四半期の為替レートは１０５円／ドルを想定して

います。（注） 

 

売 上 高 ８兆３，５００億円 （前期比１０２％） 

営 業 利 益 １，７００億円 （前期比１１１％） 

税 引 前 当 期 純 利 益 ２，２５０億円 （前期比２３２％） 

少数株主持分控除前利益 ４５０億円 （前期比１０２％） 

当 期 純 利 益 １００億円 （前期比  ３６％） 

 

 （注）本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえます。その要因のう

ち、主なものは以下の通りです。 

• 急激な技術変化（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当社及び子会社の能力 
• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタ

ルメディア・民生機器部門） 
• 為替相場変動（特に円／ドル相場） 
• 資金調達環境（特に日本） 
• 製品需給及び為替変動に対応する当社及び子会社の能力 
• 主要市場（特に日本、米国及びアジア）における経済状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 日本の株式相場変動 
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